
（単位：千円）

27,699,652
27,699,65227,699,652
27,699,652 9,378,502

9,378,5029,378,502
9,378,502

現 金 及 び 預 金

2,374,975

買 掛 金

1,160,638

売 掛 金

9,759

一年以内返済予定長期借入金

7,449,680

割 賦 債 権

7,564,036

リ ー ス 債 務

2,130

リ ー ス 投 資 資 産

17,301,601

未 払 金

6,687

未 収 リ ー ス 料

63,082

未 払 費 用

30,021

買 入 金 銭 債 権

208,478

未 払 法 人 税 等

40,393

そ の 他 の 営 業 債 権

1,188

前 受 収 益

139,968

貯 蔵 品

4,334

割 賦 未 実 現 利 益

521,141

前 払 費 用

75,994

賞 与 引 当 金

19,058

繰 延 税 金 資 産

27,066

役 員 賞 与 引 当 金

3,115

未 収 収 益

114

そ の 他 の 流 動 負 債

5,666

そ の 他 の 流 動 資 産

188,508

貸 倒 引 当 金

△ 119,488

885,930
885,930885,930
885,930 15,702,827

15,702,82715,702,827
15,702,827

112,731
112,731112,731
112,731

長 期 借 入 金

15,665,000

賃 貸 資 産

52,465

リ ー ス 債 務

9,100

建 物

16,362

退 職 給 付 引 当 金

20,337

構 築 物

510

役員退職慰労引当金

8,390

車 輌

1,159

器 具 備 品

8,608

土 地

23,502 25,081,329
25,081,32925,081,329
25,081,329

リ ー ス 資 産
10,122

189,620
189,620189,620
189,620 3,492,570

3,492,5703,492,570
3,492,570

ソ フ ト ウ ェ ア

189,111

その他無形固定資産

509 100,000
100,000100,000
100,000

583,578
583,578583,578
583,578 3,392,570

3,392,5703,392,570
3,392,570

投 資 有 価 証 券

485,087

利 益 準 備 金

25,000

関 係 会 社 株 式

15,615

そ の 他 利 益 剰 余 金

3,367,570

出 資 金

900

別 途 積 立 金

2,900,000

差 入 保 証 金

26,248

繰越利益剰余金

467,570

預 託 金

49,557

固 定 化 営 業 債 権

220,593 11,682
11,68211,682
11,682

繰 延 税 金 資 産

18,428

その他有価証券評価差額金

11,682

貸 倒 引 当 金
△ 232,851

3,504,253
3,504,2533,504,253
3,504,253

28,585,583
28,585,58328,585,583
28,585,583 28,585,583

28,585,58328,585,583
28,585,583

純
純純
純 資

資資
資 産

産産
産 合

合合
合 計

計計
計

資
資資
資 産

産産
産 合

合合
合 計

計計
計 負

負負
負 債
債債
債 及
及及
及 び
びび
び 純
純純
純 資
資資
資 産
産産
産 合
合合
合 計
計計
計

負
負負
負 債

債債
債 合

合合
合 計

計計
計

純　　　資　　　産　　　の　　　部
純　　　資　　　産　　　の　　　部純　　　資　　　産　　　の　　　部
純　　　資　　　産　　　の　　　部

無
無無
無 形

形形
形 固

固固
固 定

定定
定 資

資資
資 産

産産
産 株

株株
株 主

主主
主 資

資資
資 本

本本
本

投
投投
投 資
資資
資 そ
そそ
そ の
のの
の 他
他他
他 の
のの
の 資
資資
資 産
産産
産 利

利利
利 益

益益
益 剰

剰剰
剰 余

余余
余 金

金金
金

評
評評
評 価
価価
価 ・
・・
・ 換
換換
換 算
算算
算 差
差差
差 額
額額
額 等
等等
等

科　　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　額

株式会社
株式会社株式会社
株式会社おきぎんリース

おきぎんリースおきぎんリース
おきぎんリース

貸  　借　  対　  照 　 表
貸  　借　  対　  照 　 表貸  　借　  対　  照 　 表
貸  　借　  対　  照 　 表

平成28年 3月31日現在

資　　　産　　　の　　　部
資　　　産　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部
資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

負　　　債　　　の　　　部負　　　債　　　の　　　部
負　　　債　　　の　　　部

有
有有
有 形

形形
形 固

固固
固 定

定定
定 資

資資
資 産

産産
産

流
流流
流 動

動動
動 資

資資
資 産

産産
産 流

流流
流 動

動動
動 負

負負
負 債

債債
債

固
固固
固 定

定定
定 資

資資
資 産

産産
産 固

固固
固 定

定定
定 負

負負
負 債

債債
債

資
資資
資 本

本本
本 金

金金
金



自 平成27年 4月 1日

至 平成28年 3月31日

（単位：千円）

10,644,287
10,644,28710,644,287
10,644,287

6,645,464

3,250,093

748,730

　

9,624,815
9,624,8159,624,815
9,624,815

5,804,971

3,050,690

616,666

152,487

1,019,472
1,019,4721,019,472
1,019,472

649,545
649,545649,545
649,545

369,926
369,926369,926
369,926

54,212
54,21254,212
54,212

7,630

43,179

3,401

9,303
9,3039,303
9,303

3,146

6,156

414,836
414,836414,836
414,836

99
9999
99

99

423
423423
423

423

414,512
414,512414,512
414,512

107,173
107,173107,173
107,173

21,981
21,98121,981
21,981

285,356
285,356285,356
285,356

そ の 他 営 業 外 収 益

特
特特
特 別

別別
別 利

利利
利 益

益益
益

そ の 他 売 上

販
販販
販 売
売売
売 費
費費
費 及
及及
及 び
びび
び 一
一一
一 般
般般
般 管
管管
管 理
理理
理 費
費費
費

営
営営
営 業

業業
業 利

利利
利 益

益益
益

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

特
特特
特 別

別別
別 損

損損
損 失

失失
失

割 賦 原 価

そ の 他 の 原 価

営
営営
営 業

業業
業 外

外外
外 収

収収
収 益

益益
益

受 取 配 当 金

当
当当
当 期

期期
期 純

純純
純 利

利利
利 益

益益
益

法
法法
法 人
人人
人 税
税税
税 、
、、
、 住
住住
住 民
民民
民 税
税税
税 及
及及
及 び
びび
び 事
事事
事 業
業業
業 税
税税
税

法
法法
法 人

人人
人 税

税税
税 等

等等
等 調

調調
調 整

整整
整 額

額額
額

売
売売
売 上

上上
上 原

原原
原 価

価価
価

リ ー ス 原 価

経
経経
経 常

常常
常 利

利利
利 益

益益
益

営
営営
営 業

業業
業 外

外外
外 費

費費
費 用

用用
用

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

資 金 原 価

売
売売
売 上

上上
上 総

総総
総 利

利利
利 益

益益
益

固 定 資 産 除 却 損

税
税税
税 引

引引
引 前

前前
前 当

当当
当 期

期期
期 純

純純
純 利

利利
利 益

益益
益

固 定 資 産 売 却 益

株式会社
株式会社株式会社
株式会社おきぎんリース

おきぎんリースおきぎんリース
おきぎんリース

損　　益　　計　　算　　書
損　　益　　計　　算　　書損　　益　　計　　算　　書
損　　益　　計　　算　　書

科　　　　　　目 金　　　　額

売
売売
売 上

上上
上 高

高高
高

リ ー ス 料 収 入

割 賦 収 入



 自　平成27年 4月 1日

 至　平成28年 3月31日

（単位：千円）

評価・換算差

額等

別途積立金

繰越利益

剰 余 金

当期首残高 100,000 25,000 2,600,000 487,213 3,212,213 10,725 3,222,939

当期変動額

　剰余金の配当 △ 5,000 △ 5,000 △ 5,000

　別途積立金の積立 300,000 △ 300,000

　当期純利益 285,356 285,356 285,356

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）

当期変動額合計 300,000 △ 19,643 280,356 957 281,314

当期末残高 100,000 25,000 2,900,000 467,570 3,492,570 11,682 3,504,253

957 957

その他利益剰余金

平成28年 3月31日

㈱おきぎんリース

株
株株
株 主
主主
主 資
資資
資 本
本本
本 等
等等
等 変
変変
変 動
動動
動 計
計計
計 算
算算
算 書
書書
書

株主資本

純資産合計

資本金

利益剰余金

株主資本

合　　　計

その他有価証

券評価差額金

利益準備金



 
 

個 別 注 記 表 

【重要な会計方針に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

  ①その他有価証券 

   ・時価のあるもの ：決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法 

             により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

   ・時価のないもの ：移動平均法による原価法 

  ②関係会社株式 

   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 賃貸資産 

   見積賃貸期間（又は賃貸期間）を償却年数とし、見積賃貸期間（又は賃貸期間）終了時に

見込まれる賃貸資産の処分価格を残存価格として、当該期間内に定額で償却する方法によっ

ております。 

（２）社用資産   

  ①有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法 

  ②リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リ

ース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証価額とし、それ以外のものは

零としております。 

  ③無形固定資産 

    自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております｡ 

３．重要な引当金の計上方法 

（１）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及 

  び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えるために、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上しております｡ 

（３）役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えるため、役員に対する賞与支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上

しております。 

（４）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務（自己都合退職による期末要 

  支給額）から中小企業退職金共済掛金を控除した額を計上しております｡ 

 



 
 

（５）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金に充てるため内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

（１）ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上基準 

   リース料の受取時（またはリース料を収受すべき時）に売上高と売上原価を計上する方法によ

っております。 

（２）オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準 

   リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料を基準として、そ

の経過期間に対応するリース料を計上しております。 

（３）割賦売上高及び割賦原価の計上方法 

   割賦販売取引は、物件の引渡時にその金額を割賦債権に計上し、支払期日到来の都度、割賦収 

  入及びそれに対応する割賦原価を計上しております｡ 

   なお、期日未到来の割賦債権に対する割賦未実現利益は、繰延経理をしております｡ 

（４）金融費用の計上方法 

   金融費用は、営業収益に対応する金融費用とその他の金融費用を区分計上することとしており 

  ます。 

   その配分方法は、総資産を営業取引に基づく資産とその他の資産に区分し、その資産残高を基

準として営業資産に対応する金融費用は資金原価として売上原価に、その他の資産に対応する金

融費用を営業外費用に計上しております。 

   なお、資金原価は、営業資産に係る金融費用からこれに対応する預金の受取利息等を控除して

計上しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているものは特例処理を採用しております。 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ①ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

  ②ヘッジ対象 

   借入金 

（３）ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別 

  は個別契約毎に行っております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため決算日における有効性の評価を 

  省略しております。 

６．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税は税抜方式によっております｡ 

 



【貸借対照表に関する注記】

１． 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

２． 担保に供している資産及び担保に係る債務

（1）担保に供している資産

①

千円

②

千円

③

千円

千円

（2）担保に係る債務

千円

（

）

千円

千円

３． 有形固定資産の減価償却累計額

（1）

千円

（2）

千円

千円

４． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（1）

千円

（2）

千円

（3）

千円

（4）

千円

５． リース投資資産の内訳

千円

千円

千円

千円

６． 当座借越契約について

千円

千円

千円

【損益計算書に関する注記】

１． 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

２． 資金原価

千円

千円

３． 関係会社との取引高

（1） 営業取引

千円

千円

千円

（2） 営業以外の取引

受取配当金

千円

借 入 実 行 残 高

－

リ ー ス 料 債 権 部 分

見 積 残 存 価 額 部 分

計

受 取 利 息 相 当 額

17,301,601

19,047,711

83,225

△ 1,829,335

支 払 利 息

152,992

受 取 利 息

△ 505

差 引 額

5,500,000

借 入 枠

賃 貸 資 産

社 用 資 産

割 賦 債 権

未 収 リ ー ス 料

計

長 期 金 銭 債 務

計

長 期 金 銭 債 権

計

7,549,857

61,782

（内１年内返済予定額）

リ ー ス 投 資 資 産

17,301,601

長 期 借 入 金

24,913,241

短 期 金 銭 債 権

1,110

売 上 高

167,685

売 上 原 価

214,569

販管費及び一般管理費

63,789

短 期 金 銭 債 務

7,620,000

5,500,000

22,614,680

7,319,680

22,614,680

2,262,562

3,391,403

203,395

322,508

123,629

446,138



【株主資本等変動計算書に関する注記】

１． 記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

２． 当期末における発行済株式の種類及び総数

株

３． 配当に関する事項

（1）当期中の配当金支払額

円

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成28年6月20日の定時株主総会において、次のとおり付議します。

千円 円

【税効果会計に関する注記】

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

　貸倒引当金

千円

　賞与引当金

千円

　未払費用

千円

　未払事業税

千円

　未収利息等

千円

繰延税金資産小計

千円

評価性引当額

千円

繰延税金資産合計

千円

繰延税金資産（流動）合計

千円

繰延税金資産（固定）

　貸倒引当金

千円

　退職給付引当金

千円

　役員退職慰労引当金

千円

　投資有価証券評価損

千円

　減損損失

千円

　減価償却超過額

千円

　貸倒償却否認

千円

繰延税金資産小計

千円

評価性引当額

千円

繰延税金資産合計

千円

繰延税金負債（固定）

　その他有価証券評価差額金

千円

繰延税金資産（固定）の純額

千円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を

改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年3月29日に国会で成立したことに

伴い、平成28年4月1日以降に開始する会計年度から適用されることになりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成28年4月1日

に開始する会計年度に解消が見込まれる一時差異については従来の34.5%から34.0%に、平

成30年4月1日以降に開始する会計年度は、33.8%となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）

は、846千円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

株 式 の 種 類

配当金の総額株式の種類決　　　議

200,000

普 通 株 式

当　期　末

6 月 18 日

配 当 額

効力発生日

基準日

１株当たり

3 月 31 日

平成27年

2,851

6,680

14,579

平 成 27 年 6 月 17 日

定 時 株 主 総 会

普通株式

25.05,000

平 成 27年

千円

39,831

27,066

17,785

822

18,428

6,882

123,429

5,964

△ 99,036

24,392

6 月 21 日

27,066

利益剰余金

配当金

の総額

5,000

3,692

平 成 28 年 6 月 20 日

普通株式

決　　　議 株式の種類

定 時 株 主 総 会

効力発生日

配 当 額

平成28年

25.0

１株当たり

50,443

配当の原資

2,160

3 月 31 日

6,480

1,067

29,848

△ 2,781

基準日

平成28年



【リースにより使用する固定資産に関する注記】

　　貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約により

　使用している固定資産として、器具及び備品の一部、自動車の一部があります。

【金 融 商 品 に 関 す る 注 記】

１．金融商品の状況に関する事項

　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

　資金を調達しております。

　　割賦債権及びリース投資資産等に係る顧客の信用リスクは、与信関連規程に沿ってリスク

　低減を図っております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごと

　に時価の把握を行っております。

　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成28年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

　ては、次のとおりであります。

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（＊2）割賦債権から割賦未実現利益521,141千円を控除しております。

（＊3）リース投資資産から無保証残存価額79,214千円を控除しております。

（＊4）割賦債権及びリース投資資産に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して

　　　 おります。

（＊5）長期借入金に一年以内返済予定の長期借入金を含めております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　　①　現金及び預金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

　　　　価額によっております。

　　　②　割賦債権

　　　　　債務者区分及び期間に基づく区分毎に、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場

　　　　合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

　　　　　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッ

　　　　貸倒引当金（＊4）

7,042,895

△ 49,447

6,993,447

-（1）現金及び預金

（2）割賦債権（＊2）

2,374,975

（単位：千円）

差　額

貸借対照表計上

額（＊1）

時　価

2,374,975

（6）長期借入金（＊5）

23,388

(1,160,638)

(23,114,680)

　　　その他の有価証券

（5）買掛金

（4）投資有価証券

17,222,387（3）リース投資資産（＊3）

△ 261,604

　　　　貸倒引当金（＊4） △ 67,084

17,155,303

6,731,843

15,488,320

(22,762,715) △ 351,964

△ 1,666,983

(1,160,638) -

23,388 -



　　　　シュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積髙を算

　　　　定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積髙を控除した

　　　　金額に近似しており、当該価額を時価としております。

　　③　リース投資資産

　　　　割賦債権と同様の方法により時価を算定しております。

　　④　投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

　　⑤　買掛金

　　　　買掛金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

　　　額によっております。

　　⑥　長期借入金

　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

　　　る利率で割り引いて算出する方法によっております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額461,698千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

　　　フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められたため、

　　　「(4)投資有価証券」には含めておりません。



【１株当たり情報に関する注記】

１． １株当たり純資産額  

２． １株当たり当期純利益  

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。

【関連当事者との取引に関する注記】

【関連当事者との取引に関する注記】【関連当事者との取引に関する注記】

【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 資金調達は、親会社の信用供与限度額の範囲内において行っており、返済条件は長期借入は５年、３ヶ月毎の

返済であります。

（注２） 借入にかかる金利は、市場金利、調達他社の条件を勘案し交渉の上、決定しております。

（注３） リース契約条件は、市場実勢を勘案し、当社が見積額を提示し、交渉の上、決定しております。

（注４） 取引金額には消費税等は含まれておりません。

被所有

関連会社

直接 15.5%

205,615

リース投

資資産

313,062

親会社

の子会

社

直接 24.7% 未経過リース料 54,332

主要株主

㈱おきぎん

エス・

ピー・オー

所有 リース取引

リース契約

（注3）

17,521円27銭

1,426円78銭

科　　目属　性

会 社 等 議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額

の 名 称 （被所有）割合 との関係

期末残高

借入金 10,995,000

未払利息 1,067

借入金に対する譲渡

担保債権

5.0%

9,500,000被所有 リース取引 資金調達（注1）

役員の兼任

親会社 ㈱沖縄銀行

支払利息（注2） 73,119

間接 38.5%

メインバンク

13,038,394

直接



【その他の注記】

　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

退職一時金:退職金規則に基づく退職一時金制度を採用しております｡

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 41,760 千円

中小企業退職金共済掛金 21,422 千円

退職給付引当金 20,337 千円

３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用 5,364 千円

なお、退職給付債務及び退職給付費用の算定は簡便法を採用しております｡

　（リース取引に関する注記）

リース投資資産に係るリース料債権部分（受取利息相当額控除前）

の金額の回収期日別内訳

1年以内 5,834,883 千円

1年超2年以内 4,774,606 千円

2年超3年以内 3,648,698 千円

3年超4年以内 2,448,820 千円

4年超5年以内 1,365,495 千円

5年超 975,208 千円

千円

リース投資資産に係る

リース料債権部分

合　計 19,047,711


